
令和６年度　地域包括支援センターにおける取組事例集

１ 総合相談・支援業務

圏域内の老人憩の家と同じ敷地内にある児童センターに定期的に訪問し、老人憩の家を利用する高齢者に関する情報収集
を行い、高齢者以外の分野の関係機関と連携し、潜在的な高齢者の実態把握・支援に努めている。

センターの周知を回覧板で周知したり、センターから遠方の地域のサロンや祭りの際に出張相談会を開催するなどし、積
極的に地域に出向いてセンターの周知を行うことで、これまで地域で潜在化していた課題や相談がセンターに寄せられて
いる。

若い世代（40～50代）にも地域包括支援センターを知ってもらえるよう、多世代を絡めたイベントを開催したり、包括圏
域会議やサロンなどにも若い世代に参加してもらうなど、関わりが持てるように工夫している。

２ 権利擁護業務

消費者被害の防止について、民生委員児童委員協議会の会合や地域活動の場で注意喚起を行うほか、個別ケア会議などで
居宅介護支援事業所の介護支援専門員に向けて啓発活動を行い、情報がセンターに入る体制を構築している。

高齢者虐待防止の普及啓発のために、地域の高齢者や関係機関に対して、センター広報紙の掲載や地域行事でのパンフ
レット配布等、多様な機会を通じて普及啓発を行っており、虐待は誰にでも起こりうる身近な事であることを伝え、養護
者の気付きにつながるような啓発を行っている。

介護支援専門員向けの勉強会や民生委員の交流会等を通し、関係機関向けに虐待の周知啓発に取り組んでおり、その結
果、虐待疑いの相談が増加するなど、関係機関と共に虐待の早期発見に取り組んでいる。

３ 包括的・継続的ケアマネジメント支援業務

包括圏域会議や介護支援専門員を対象とした研修会において、医師、歯科医師、薬局等の医療機関、サービス事業所、地
域住民等に適宜声掛けや参加依頼を行い、医療機関をはじめとした多職種との顔の見える関係づくりに取り組んでいる。

居宅介護支援事業所の介護支援専門員にアンケート調査を行い、「地域資源を知りたい」との回答が多かったことから、
圏域内3地区に分けた地域資源の資料を配布し、包括広報誌でも同様に地域資源の周知につなげている。

地域の居宅介護支援事業所の介護支援専門員のニーズを捉えるため、センターの主任介護支援専門員が圏域内の全居宅介
護支援事業所を訪問し、個別の研修会に向けて意見交換や、圏域内の地域資源の周知を行い、垣根のない関係づくりにつ
なげている。

居宅介護支援事業所の介護支援専門員が、障害福祉や生活保護等の介護保険以外の制度について学ぶ機会が少ないこと
で、個別支援の中で課題を感じていたことから、各制度についての研修会の開催に加えて、ヤングケアラーをテーマにし
た研修も企画しており、介護支援専門員の課題を明確化したうえで、高齢者分野に限らず幅広く知識を得られるよう取り
組んでいる。

医療介護連携の会を継続して開催できており、介護支援専門員の参加率が低いという課題を捉え、開催時間などを調整し
ている。また、今年度より地域包括支援センター主催の茶話会を企画し、圏域内のみならず、近隣や委託先の居宅介護支
援事業所にも参加を呼びかける等、様々な取組みを通し、介護支援専門員同士のネットワーク構築を支援している。

介護支援専門員の支援として、小さなことでも気軽に話せる少人数での集まりの場を設けることで、介護支援専門員が一
人で抱えないよう工夫したり、介護予防がよくわからないという介護支援専門員の声を受けて勉強会を行う等、介護支援
専門員に寄り添った支援を行っている。
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４ 認知症関連業務

露天商で焼き鳥を焼いていた経験のある認知症当事者から夏祭りを手伝っていただく等、当事者の意見を積極的に聞き、
業務に反映している。また、認知症月間にはオレンジ色の作品を作るプロジェクトを企画し、当事者・家族に加え、児童
館の協力を得て子ども等が参加しており、多世代交流を行うとともに、幅広い世代に向けた啓発を実施している。

医療機関、居宅介護支援事業所、サービス事業所の職員で構成されたチームオレンジＬeafにて事例検討会や情報交換等を
定期的に行っていることや、認知症サポーター養成講座にて認知症当事者の方を講師として開催するなど、多職種で連携
しながら認知症の方が地域で活躍できる場づくりを行っている。

圏域内にあるコンビニエンスストアで余った新聞紙をグループホームの入居者がエコバックに再生し、出来上がったもの
をコンビニで活用する取組みを行っている。また、家族交流会タイプの認知症カフェを通し、介護家族同士が経験を語り
合う機会を持ち、新規参加者に対しても適切な助言を行うなど、支援の輪が広がる場をつくっている。

認知症カフェでは本人とその家族もスタッフとして参加し、そこで経験談を話してもらったり、民生委員や介護予防運動
サポーター等といった地域の支援者を対象として認知症の講座を行うこと、認知症当事者の視点を大切にしたうえで、地
域の中で見守る体制づくりを行っている。

「認知症の正しい理解や活動機会が不足している」という地域課題に対して、地域のボランティアグループや児童館等、
地域全体で認知症の正しい理解を広げたり、若年性認知症の方と家族への丁寧な個別支援を通して、ボランティアや合唱
団などの活躍の場につなぐ等、個別支援から地域づくりへ広い視野で取り組んでいる。

認知症サポーター養成講座を実施したコンビニエンスストアに対しては接客の際に、認知症カフェの開催場所である飲食
店については来客や配達の際に、気になる高齢者がいる場合には包括まで連絡をしてもらう等、積極的に地域の見守り等
の支援を依頼している。

地域ごとに開催する町内会や民生委員等が参加する情報共有の会の場で地域住民に関する情報を収集し、認知症による生
活機能低下のある高齢者を早期に把握してアプローチを行っている。本人が直接的な支援を望まない場合は地域の見守り
により状態を把握する等、必要な時に支援を提供できる体制の構築に努めている。

小学校から町内会まで幅広い世代を対象に認知症サポーター養成講座を企画・実施している。また、認知症カフェに参加
している認知症の本人や家族から意見や想いを話してもらい、参加者との積極的な交流を図るとともに当事者が発信する
場の創出に取り組んでいる。

地域のキーパーソンとなる人物と連携し、認知症の本人が認知症カフェの場で受付業務やハーモニカ演奏を行う等、カ
フェの運営に参画している。また、認知症サポーター養成講座にてアンケートを実施し、講座受講後にボランティア活動
に興味がある人をリスト化するなど、認知症サポーターの活躍の場の拡大にむけた取組みを行っている。
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５ 介護予防関連業務

介護予防教室や、センターが関わる介護支援専門員の交流会において、個別ケア会議のコアメンバーを講師とするなど、
個別ケア会議や地域と連動性を持った内容で実施ができている。また、基礎健診の結果や介護予防把握事業の集計結果な
どのデータを活用して地域分析を行ったうえで介護予防教室等に活かして実施している。

圏域内にあるサッカークラブとの連携により運動教室を開催し、地域の高齢者の多世代交流、セルフケアの啓発、新たな
趣味の創出による外出の機会増加等につなげるべく取り組んでいる。

介護予防の取組みについては、圏域境界住民へ情報がいきわたらず参加者が少ないという課題を踏まえ、圏域が隣接する
センターと情報を共有し介護予防教室を共催で開催し、参加者に情報がいきわたり参加しやすくなるような工夫を行って
いる。

フレイルサポーターと連携をとり、地域のサロンや自主グループ等の活動の場等で普及啓発の活動を活発に取り組んでお
り、今後の課題として圏域内の住民の認知症や介護予防に関する地域ごとの意識の偏りの解消があげられるが、解決にむ
けて圏域内の地域特性を踏まえた認知症サポーター養成講座等イベント開催を検討するなど、普及啓発に取り組んでい
る。

介護・フレイル予防については、対象者像をアセスメントし、対象者の気持ちを丁寧に捉えて支援している。さらに、個
別支援の事例から地域の課題を捉えようと意識するなど、圏域内の地域特性や課題を整理しながら、関係機関とも連携
し、地域での活動が実施できている。

地域の実態が把握しにくい地区において、コロナ禍の影響を受けて老人クラブの地域活動が停滞していたことから、介護
予防教室を開催することで住民の機運を高めている。その結果、参加者からの活動継続希望の声を受け、シニア世代向け
健康づくり講座を利用し、介護予防自主グループの立ち上げ支援を行っており、計画的に地域住民の活動の場を創出でき
ている。

包括が主体で、手芸交流会を開催し縫った雑巾を学校に寄付することや、県営住宅で定期的に集まれる場所を設けるこ
と、親の介護や自分自身に必要な基本的な知識を身に着けてもらう講座について、複数回にわたる内容で実施しているこ
と等、地域の高齢者のニーズに合わせて、高齢者の活動の場の創出に努めている。

圏域を３つに分け、各地域の実情に合わせて町内会や介護予防自主グループと共催で介護予防教室を開催することで、地
域住民に健康づくりへの関心を高め、その地域で活動している介護予防自主グループを知ってもらい参加を促し、介護予
防自主グループメンバーの意欲を高める機会となっており、各地域の介護予防に対する意識の醸成に繋げている。

シニア世代向け健康づくり講座をきっかけに、市営住宅でフレイル予防を目的としたサロン活動が立ち上がり、参加者同
士のつながりが生まれている。また、夏の暑さで開催できないときは、センター職員が夏休みの宿題のような冊子を作成
して参加者に渡すなど、活動再開時に「また行きたい」と思える工夫をしている。

６ 地域・関係機関との連携・ネットワークづくり

圏域内のネットワークや介護支援専門員のサロン等の、情報共有や交流を目的とした場をつくることで、地域の支援機関
や医療機関、圏域内の介護支援専門員との連携を図りやすくなるような環境づくりをしている。

地域食堂のボランティアを募集し、ボランティアとして手上げした方を地域の支えあい活動の担い手として福祉委員や町
内会活動に参加してもらうなど、新たな担い手発掘の機会につなげている。

交流カフェは草花や野菜の苗を植えるなど園芸療法を取り入れた内容で実施している。認知症当事者とその家族・地域住
民・10～20代のボランティアが参加するなど、地域に開かれ、誰もが活躍できる場所をつくっている。

民生委員を主催者として住民主体の通いの場を立ち上げ、新たな社会資源を創出したり、停滞していた地域通貨の盛り返
しを図るため、その通いの場に行くための交通手段で地域通貨を使用する仕組みをつくるなど、地域の活性化に寄与して
いる。
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７ 地域ケア会議

個別ケア会議において、歯科医師、歯科衛生士、理学療法士、作業療法士、薬剤師のコアメンバーが参加する自立支援に
向けた会議を積極的に開催し、参加した介護支援専門員からも肯定的な意見をもらい事例を持っていきたいと思えるよう
な内容で実施している。

個別ケア会議について、圏域会議や圏域内介護支援専門員のつどい等で関係者に周知を図ることで、社会的孤立が高まっ
ているケース、認知症が疑われる方への早期介入等の様々なケースでの会議開催につなげている。

包括圏域会議参加者にアンケートを実施し、地域課題の抽出に取り組んでおり、その結果、「独居・高齢世帯支援」が課
題ということで、地域ケア会議を３ヵ年計画として中長期的に取り組んでいる。

個別ケア会議の検討結果から、認知症の正しい理解や独居の認知症の方への対応についての普及が地域における課題であ
ることを見出したため、その地域で包括圏域会議を開催し、個別ケア会議から抽出した課題を地域の関係者と共有し、課
題の明確化および課題解決に向けた地域での取組みにつなげていけるよう、個別ケア会議と包括圏域会議を連動させ実施
している。
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